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研究成果の概要（和文）：日本では認知症高齢者に対して抗精神病薬を使用する現状があり、重篤な副作用を合併しや
すく、結果として医療費や介護負担を増大させていると考えられる。
本研究では、認知症ケアに携わる医療・介護職者を対象にインタビューと質問紙調査（Mixed Method）を実施し、認知
症高齢者に対して抗精神病薬を使用する要因を明らかにした。さらに、その結果に基づいて現場の声を生かした認知症
高齢者のための非薬物的ケアプロトコールを作成した。

研究成果の概要（英文）：Older adults with dementia in Japan are currently treated with antipsychotic 
agents that could easily cause serious complicating side effects. This situation is likely to result in 
increasing medical expenses and care burdens.
In this research, we conducted interviews and questionnaire surveys (Mixed Method) targeting those 
working in the medical and care fields of older adults with dementia in order to clarify the factors as 
to why antipsychotic agents are used. Moreover, based on the survey results, we created 
non-pharmacological care protocols for older adults with dementia while taking advantage of the opinions 
of the actual workers.

研究分野： 地域・老年看護学
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１．研究開始当初の背景 
認知症高齢者の徘徊および攻撃的行動な

どの行動症状は、介護負担の主要因となり職
員の離職要因ともなっている(Kawamura, 
2008)。日本では、行動症状の改善を目的と
して抗精神病薬の内服投与が主に行われて
いる。しかし、高齢者、特に認知症高齢者に
おいては、抗精神病薬の内服によって抗コリ
ン作用・筋弛緩作用・過鎮静・循環器系への
副作用などの身体的・心理的弊害、および死
亡率上昇など重篤な副作用が指摘されてい
る。海外では 2005 年の米国食品医薬品局に
よる法令を皮切りに、オーストラリア、カナ
ダなど欧米諸国において、認知症高齢者に対
する抗精神病薬の使用は原則禁止となった。
現在では、認知症高齢者の行動症状に対して、
非薬物療法が優先されるべきであるという
世界的コンセンサスが成立している。しかし
実際には、ほとんどの国で off-label（認可
外処方）が行われているのが実状である。調
査方法の違いがあり単純比較はできないが、
高齢者施設を対象とした調査では、米国 29％
-32.88％（Chen et al. 2010)、オーストラリ
ア 23% (Nishtala et al. 2009)、ドイツ 28.4 % 
(Meyer et al. 2008)の入所者が抗精神病薬の
投与を受けている。特に日本は 46.9％ (本
間, 2006)と最も高く、抗精神病薬の認可外
処方が他国と比較して高いことがわかる。 
近年、このような認可外処方が問題とされ、

抗精神病薬を使用する要因を探る研究が行
われている。先行研究を総括すると、抗精神
病薬を使用する要因としては、(1)患者要因、
(2)スタッフ要因、(3)環境要因、に大別され
る。(1)患者要因としては、行動症状の発現、
転倒リスク、 (2)スタッフ要因としては、行
動症状に対する否定的態度(Nakahira et al. 
2009)、高齢者差別、アセスメント不足、薬
物以外の選択肢の欠如、抗精神病薬に対する
過剰依存(Wood-Mitchell et al. 2008)、(3)環
境要因としては、組織文化や人員数がそれぞ
れ明らかにされている。さらに、(2)スタッ
フ要因については医師を対象にした面接調
査によって、介護・看護職が抗精神病薬を手
軽で早く効く方法と強く信じており
(Wood-Mitchell et al. 2008)、介護・看護職に
よる「早くなんとかしてほしい」というプレ
ッシャーによって仕方なしに処方している
(Bishara et al. 2009)という実態が明らかに
なっている。上記同様、（Cohen-Mansfield 
and Jensen. 2008) による 医師（n=110）を
対象にした質問紙調査でも、介護・看護職ら
が抗精神病薬の使用を過剰に要求すること
によって、薬物に依存しない治療やケアの障
害となっていると感じていると述べている。
その一方で、介護・看護職を対象とした面接
調査では、医師が非薬物的介入に対して消極
的、また患者家族は医師に言われるままに抗
精神病薬の使用に同意していると述べてい
る(Moore & ralambous，2007) 。これら一
連の調査から、どの専門職も抗精神病薬の使

用を問題視してはいるものの、医師は介護・
看護職の、介護・看護職は医師の態度を、使
用する要因の一つと捉えていることが伺え
る。日本では、認知症高齢者の行動症状に対
する介入方法は、介護保険施設の種類によっ
てばらつきがあり、精神病院の認知症病棟に
おける身体拘束（抗精神病薬投与を含む）が
有意に高いという環境要因や、行動症状に対
する介護・看護職の態度が関連している
(Nakahira et al. 2009) というスタッフ要因
を明らかにした研究はある。しかし、抗精神
病薬の投与要因を多角的に探究した研究は
少ない。また、国外の研究においても、質的
研究、量的研究がそれぞれ散見されるのみで、
両者を統合したMixed Methodによる多角的
かつ包括的な研究は見当たらない。 
本研究では、まず抗精神病薬を使用する理

由について深く探求する目的で質的インタ
ビューを行い、その結果をもとに質問紙を作
成し量的研究を実施する。これによって、質
的アプローチで得られたデータを一般化で
きると考える。抗精神病薬を使用する要因を
明らかにすることによって、抗精神病薬の使
用の適正を再考することができる。また、認
知症における行動症状の改善以外の目的で
抗精神病薬が使用されている実態が明らか
になれば、抗精神病薬の使用が減少または中
止されることとなり、糖代謝不全や錐体外路
症状などの重篤な副作用が防止できると考
える。また、非薬物的なケアの開発の促進に
もつながると思われる。 
さらに本研究では、上記知見をもとに、抗

精神病薬に依存しない認知症高齢者のため
のケアプロトコールを作成する。認知症高齢
者の行動症状の治療・ケアに対するプロトコ
ールは、すでに米国では老年精神科医らのグ
ループや看護領域(例えば Kovach et al. 
2005)で開発されている。しかし、これらの
プロトコールは、主に研究者の手によって開
発されたもので、認知症ケアの第一線で働く
臨床家（臨床医、臨床看護師、介護職）の生
の声を十分に取り入れたものとはいえない。
また、日本においては、プロトコールの存在
すらない。プロトコールは、一般に研究知見
による根拠を実践に取り入れる目的で作成
されるが、臨床家の声を聞き、それをプロト
コールに取り入れることによって、根拠をよ
り実践に近づけることが可能になると考え
る。 
２．研究の目的 
認知症高齢者に対して抗精神病薬を使用

する要因を、医療・介護職を対象に Mixed 
Method によって多角的に明らかにし、これ
に基づいて現場の声を生かした、薬物に依存
しないケアを促進するためのケア・プロトコ
ロールを作成する。 
 
３．研究の方法 

Sequential mixed method を用いる。 



 

 

抗精神病薬を用いる理由について深く探求
する目的で、精神病院及び介護老人保健施設
に勤務する医師・看護師・介護職を対象に質
的インタビューを行い、質的データの分析を
もとに調査票を作成し、質問紙調査実施する。 
倫理的配慮 
本研究は、梅花女子大学研究倫理審査委員会
の承認を得て実施した。 
 
(1)質的アプローチ 
①研究対象者 

Maximum variation sampling に基づく意
図的対象選択方法を、Information rich cases 
を選択する目的で用いる。Information rich 
cases とは、“研究目的の最も中心的で重要な
問題の多くを知ることができる研究対象者”
(Patton, 2002 p.230)を示す。 
研究対象者の選択基準 
①認知症高齢者ケアに携わる医師・看護師・ 
介護職（有資格・無資格者含む） 
②介護老人保健施設に勤務する者 
便利標本抽出によって選択した近畿地方の
介護老人保健施設・精神病院の施設長もしく
は看護部長宛てに、研究協力依頼の説明書を
配布し、同意を得た上で研究協力者の紹介を
得た。また、研究協力者自身からも研究参加
を希望するスタッフを紹介してもらった（ネ
ットワーク標本抽出法）。研究への参加に同
意するスタッフのうち上記の選択基準に基
づき 30 人を選択し、研究者がそれぞれを訪
問し、研究説明書および同意書を渡し、研究
の概要を説明した。 
②データ収集 
綿密なインタビュー(In-depth interviews)

は、研究の主要な内容に焦点を絞るため、イ
ンタビューの方向性を促す”(Burns & Grove, 
1993 p.330)目的で半構成的面接方法を用い、
①認知症高齢者への抗精神病薬投与につい
ての認識､②認知症高齢者に抗精神病薬を投
与する理由、③認知症高齢者に対する抗精神
病薬投与を減らすための対策について聴取
した｡一人の対象者一回につき 30分程度のイ
ンタビューを行い、テープに録音し、逐語的
に記録した。 
③データ分析 
データに整合性を持たせるため、最低 2 名

以上の研究チームのメンバーが、それぞれに
逐録を読み、カテゴリー抽出を行い、その結
果を交換し、見解を統一するために相違点に
ついて話し合った(Van Til et al.2003)。抗精
神病薬を使用する理由について、研究対象者
と話し合った内容に沿って、主要なカテゴリ
ーとサブカリーを抽出（帰納的分析）した。 
(2)量的アプローチ 
①調査票の作成と予備調査 
質的研究によって抽出されたテーマに基

づき、「抗精神病薬を使用する要因」を調査
する質問紙を作成した。調査票は、①研究の
背景・研究目的・守秘義務・匿名性および研
究代表者の連絡先などを記載したインフォ

メーション・シート、②研究対象者の基本情
報（性別・年齢・職種など）を訪ねるフェイ
ス・シート、③5 段階評定法の質問項目で構
成した。この調査票は、研究対象者以外のス
タッフ（医師・看護師・介護職）、研究メン
バーによって内容を確認し、一定数の研究対
象者に配布し予備的な検討を行った。 
②研究対象者 
研究対象者の選択基準は、認知症高齢者の

治療とケアに携わる医師・看護師・介護職者
とした。日本精神科病院協会ホームページに
公開されている全国の認知症治療病棟と老
人性認知症疾患療養病棟を有する430施設の
病院長および看護部長宛に郵送にて調査協
力を依頼した。同意が得られた施設宛に調査
票を一括郵送し、研究協力者からの回答は返
信用封筒にて個別に回収(回収率 71.8％)し
た。 
③調査期間 平成 25 年 7月～9月 
④調査内容 
基本属性、抗精神病薬の使用状況と理由（4
件法）、抗精神病薬使用に関する意見の 3部
構成とし、2012 から 2013 年に実施した質的
研究の結果から認知症高齢者に抗精神病薬
を使用する理由を抽出、そこから 74 項目の
設問を設定した。 
⑤分析 

基本統計量の算出と主因子分析（Kaiser
の正規化を伴うバリマックス法）を行った。
分析には SPSS Ver.18 を用いた。 
 
４．研究成果 
(1)質的研究 
①認知症高齢者に対する抗精神病薬投与の
認識について 
認知症高齢者に対する抗精神病薬投与の

認識について、メリットとデメリットの視点
から分析した。メリットとして 6つのカテゴ
リーと 11 のサブカテゴリーが、デメリット
としては 9つのカテゴリーと 17 のサブカテ
ゴリーが抽出された。＜症状の緩和＞といっ
た治療的メリット以外に、＜事故防止＞＜介
護負担の軽減＞＜集団生活の維持＞といっ
たケア提供側のメリットもあることが明ら
かになった。一方で、スタッフは認知症高齢
者自身が受けるデメリットを強く認識して
いた。 

BPSD：Behavioral and Psychological 
Symptoms of Dementia（行動・心理症状）
に対する抗精神病薬投与は、副作用が薬効に
勝るという先行研究を支持する結果になっ
た。抗精神病薬による多様な副作用に対し、
認知症高齢者自身のＱＯＬ低下だけでなく、
あらたな医療行為やケアが必要になる。しか
し、抗精神病薬に依存せざるを得ない現状が
あることも訴えており、臨床における抗精神
病薬投与の諸要因について、より詳細に分析
する必要がある。 
②認知症高齢者に対する抗精神病薬投与の
意志決定要因について 



 

 

6つのカテゴリーと23のサブカテゴリーが
抽出された。抗精神病薬投与の意思決定要因
のうち、主因となる高齢者の症状として＜激
しい行動症状の出現＞が挙げられた。BPSD
の中でも特に、暴言・暴力などの攻撃的行動
がサブカテゴリーとして抽出された。次に
BPSDによる＜本人の苦痛＞を軽減するとい
う投与目的が明らかになった。一方で＜集団
生活への悪影響＞＜ケア提供側の困難感＞
といった周囲への配慮が目的で処方されて
いる実態も明らかになった。さらに＜ケア提
供側の知識不足＞と＜ケア提供側の価値観
＞といったケア提供者自身の課題となるカ
テゴリーも抽出された。 
高齢者の BPSD に対する抗精神病薬の適

応外処方の意思決定プロセスに多様な要因
が影響していることが明らかになった。BPSD
への適切な介入に向けて、合理的かつ一貫性
のある意思決定を行うには、今後これらの要
因の検討と分析が必要になると思われる。 
③高齢者の BPSD に対する非薬物的介入の
実際について 
非薬物的介入の実際として、＜ニーズアセ

スメント＞＜BPSDに対応したケア＞＜環境
調整＞＜家族看護＞の 4 つのカテゴリーと、
13 のサブカテゴリーが抽出された。＜BPSD
に対応したケア＞のサブカテゴリーである
＜意図的なコミュニケーション＞の具体的
内容は，昔話を引き出す，積極的傾聴，安心
感を与え否定しない声かけ，恐い顔をしない，
目線を合わせた対応，スキンシップなどであ
り，認知症高齢者を尊重した対応がなされて
いた。また、ケアは経験知に基づき多様な方
法を併用していた。そして、このようなケア
を効果的に行うには，スタッフ教育・職種間
の連携・マンパワーの不足などを課題として
繰り返し訴えていた。高齢者の BPSD に対す
る非薬物的介入には，BPSD に対する直接的ケ
アはもとより，環境調整やスタッフ教育なら
びにマンパワーの充足など、管理的側面から
の間接的ケアの重要性が示唆された。 
 

(2)量的研究 
調査票の回収数は 683 名（回収率 73.6％、

有効回答率 100％）であった。回答者の職種
は医師4.1％、看護師64.0％、准看護師22.8％、 
介護福祉士 5.7％、ヘルパー0.6％であった。
設置主体は、法人 97.8％、独立行政法人国立
病院機構 0.1％であった。 
精神病薬の使用状況は、「時々使用する・よ
く使用する」との回答が 85.5％と多数を占め
ていた。使用目的については、睡眠不足を和
らげるために「時々使用する・よく使用する」
は 78.2％、本人の安全を守るために「時々使
用する・よく使用する」は 88.8％、興奮を鎮
めるために「時々使用する・よく使用する」
は 93.5％であった。  
抗精神病薬の使用に関して、質問紙調査

（自由記載）を質的記述的分析した。683 名
中 415 名（60.7％）の記載があった。これら

を分析した結果、「非薬物的ケアを充実させ
ることの重要性」「医療・介護職の知識・技
術向上の必要性」「マンパワーの不足」「投薬
による副作用の危険性」「薬を適切に使用す
ることの重要性」「薬に頼らざるを得ない現
実への葛藤」などに大別された。 
認知症高齢者の行動症状の鎮静や安全と安
寧のために抗精神病薬が使用されている実
態が明らかになった。使用にあたっては、「マ
ンパワー不足」などに関連したケアだけでは
対処できない状況に直面し、「薬に頼らざる
を得ない現実への葛藤」に苦悩する実情が明
らかとなった。認知症高齢者に対する抗精神
病薬の使用を減少させるには、ケアスタッフ
の知識・技術の向上やマンパワー不足を解決
することが優先課題であるとともに、抗精神
病薬に代わるケア開発の必要性が再認識さ
れた。 
プロトコール作成の観点から、得られたデ

ータを仮説にもとづき、主成分分析を試みた
が、仮説通りの主成分を抽出することができ
なかった。そこで、事前の質的調査の結果を
再検討し、抗精神病薬の使用促進要因として
特に重要であると思われる設問を帰納的に
74 項目から 17 項目に絞り込んだ。17項目で
主成分分析を行った結果が表１である。主成
分数は累積寄与率、固有値およびスクリーグ
ラフから総合的に「4」と判断した。 
第 1主成分は看護師や介護職等の経験・知

識不足に関する設問で構成されているため、
「経験・知識不足」とした。第 2主成分はス
タッフや家族の負担軽減に係る設問が中心
のため「マンパワーの不足」とし、第 3主成
分は本人と他患の安全に関するものである
ため、「安全の確保」とした。第 4主成分は
暴言緩和と徘徊抑制の設問から構成される
ため、「症状の抑制」とした。 
 

表 1：主成分分析の結果 
質問内容 

【・・・ために使用している】 
主成分 

１ ２ ３ ４ 
看護師の経験が不足している .893 .245 .008 .056 
介護職の経験が不足している .892 .269 .025 .108 
看護師の知識が不足している .879 .274 .043 .083 
医師の経験が不足している .867 .150 .064 .107 
医師の知識が不足している .865 .149 .058 .100 
介護職の知識が不足している .807 .333 .009 .109 
スタッフの身体的負担を軽減する .410 .733 -.021 .108 
スタッフの心理的負担を軽減する .435 .723 -.070 .116 
治療への抵抗を抑える .089 .695 .289 .347 
ケアへの抵抗を抑える .102 .681 .180 .330 
看護職の希望にそう .595 .642 -.024 .004 
家族の希望に沿う .257 .579 .293 .086 
スタッフが不足している .540 .568 -.046 -.022 
本人の安全を守る -.004 -.023 .861 .073 
他患の安全を守る .044 .247 .766 .095 
暴言を和らげる .002 .158 .107 .804 
徘徊を抑える .249 .186 .053 .723 

因子抽出法：主成分分析 
回転法：Kaiser の正規化を伴うバリマックス法 

 
 (3)非薬物的ケアプロトコールの作成 
以上の知見をもとに、抗精神病薬に依存し

ない認知症高齢者のためのケアプロトコー
ルの作成に取り組んだ。 



 

 

認知症高齢者に対する抗精神病薬投与の
意思決定要因として、質的データから激しい
行動症状の出現、本人の苦痛軽減などのカテ
ゴリーが抽出された。さらに質問紙調査結果
からも安全の確保と症状の抑制のために投
与している現状が明らかになった。 
このことから BPSD の緊急性や危険性を

鑑みて、非薬物的ケアよりも薬物治療を優先
していると考えられた。よって、このような
状態に対しては第１選択として、薬物治療を
含む治療とケアが併用される必要があると
考えた。さらに、認知症以外の治療を必要と
する疾患および症状がある場合も、同様の選
択が優先される。症状が消失あるいは安定し
た結果、危険性がなくなり安全が確認できた
段階で、第 2選択として非薬物的ケアが適応
できるとした。 
これに対して、非薬物的ケアが優先される

状態とは、①BPSDの緊急性や危険性が低い、
②認知症以外の疾患や症状がない、③抗精神
病薬投与が必要な精神症状がない状態であ
ると考えた。このような状態においては、第
1に非薬物的ケアを選択することができる。 
ただし、BPSD の要因には器質性・機能性要
因と心因性要因があり、後者には家族やケア
スタッフの対応や生活する場など、人的・物
理的環境が影響するため、症状は日常生活の
中で変化することが想定される。そのため、
症状緩和の必要性、緊急性が高まった場合に
は、非薬物的ケアより薬物治療を含む治療と
ケアの併用を優先することができるとした。 
非薬物的ケアのエビデンスは、科学的に実

証されたもの、経験的に承認されているもの
など多様で、全てに確実な有効性は認められ
ていない。また、非薬物的ケアの具体的な方
法は、統合医療に含まれるものが多く、今後
この分野での研究が進むことによって、方法
の選択基準や適応性などに関して、明らかに
なっていくことが期待される。 
今後の展望 
本研究においても、抗精神病薬を使用する

背景や理由には、先行研究と同様の結果を得
た。抗精神病薬の使用に関する背景には、多
様な因子が関与していることが分かった。医
師および介護・看護職員らが葛藤を感じなが
らも、抗精神病薬を使用している現状が改め
て明らかになった。 
認知症高齢者の行動症状の治療・ケアに対

するプロトコールは、すでに米国では老年精
神科医らのグループや看護領域(Kovach et 
al. 2005)で開発されている。しかし、これら
のプロトコールは、認知症ケアの第一線で働
く臨床家の生の声を十分に反映していない
のではないかと考え、また、日本の社会・文
化的背景に即したプロトコール作成につな
げることもできると考え、本研究に取り組ん
だ。しかし、実際の使用を想定すると、今回
作成した非薬物的ケアプロトコールは、利便
性や有用性において改善すべき点があると
考えられる。また、非薬物的ケアが多岐にわ

たっており、BPSD のどの症状に対して、ど
のケアが有効であるかの適合性については
明確にすることができなかった。 
今後は、ケアプロトコールの有用性および実
用性と、BPSD の症状と非薬物的ケアの適合性
について研究を進めたいと考えている。ケア
プロトコールの完成版は、学術雑誌に投稿す
る予定である。 
本研究が発展的に継続される社会的意義

として、抗精神病薬による医原性疾患の発生
予防、非薬物療法の開発の促進、医療費削減
といった効果が期待でき、結果的に認知症高
齢者およびその介護者のQOL向上に寄与する
ことができると考える。また、根拠と実践の
ギャップを埋めることにより、認知症ケアの
向上と共に、臨床家の意欲向上にも貢献でき
ると思われる。 
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